
株式会社エヌ・ティ・ティ・カードソリューション

　　　貸　　借　　対　　照　　表　　　
(２０２５年　３月３１日現在）

（単位：百万円）

科　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　目 金　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

流　動　資　産 13,179 流　動　負　債 7,327

現 金 及 び 預 金 0 買 掛 金 578

売 掛 金 2,490 未 払 金 1,315

商 品 107 未 払 費 用 46

預 け 金 9,705 未 払 法 人 税 等 33

前 払 金 836 前 受 収 益 2

前 払 費 用 26 預 り 金 5,350

未 収 入 金 9 そ の 他 3

そ の 他 6

固　定　負　債 685

固　定　資　産 2,579 退 職 給 付 引 当 金 496

有　形　固　定　資　産 118 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 11

建 物 及 び 付 属 設 備 50 そ の 他 178

器 具 及 び 備 品 68 負　　債　　合　　計 8,012

（　純　資　産　の　部　）

無　形　固　定　資　産 709 株　主　資　本 7,746

ソ フ ト ウ ェ ア 579 資 本 金 100

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 128 資 本 剰 余 金 753

電 話 加 入 権 2 資 本 準 備 金 205

そ の 他 資 本 剰 余 金 549

投　資　そ　の　他　の　資　産 1,752

投 資 有 価 証 券 701 利 益 剰 余 金 7,404

長 期 前 払 費 用 35 利 益 準 備 金 162

繰 延 税 金 資 産 188 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,242

保 証 金 822 別 途 積 立 金 4,164

そ の 他 13 繰 越 利 益 剰 余 金 3,079

貸 倒 引 当 金 △8 自 己 株 式 △511

純　資　産　合　計 7,746

資　産　合　計 15,758 負　債　・　純　資　産　合　計 15,758

（注）記載金額は百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

     満期保有目的の債券････････償却原価法 

     その他有価証券 

市場価格のあるもの･･････期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

       市場価格のないもの･･････移動平均法による原価法  

 

(2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方

法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

(2) 無形固定資産 

       定額法を採用しております。なお、社内利用目的のソフトウェアについては、見込利

用可能期間（5年・7年）による定額法を採用しております。 

 

 (3) リース資産 

   ① 有形リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に関わるリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額はゼロとするリース期間定額法を採用しております。 

   ② 無形リース資産 

     リース期間を耐用年数とする、リース期間定額法を採用しております。 

 

３． 引当金の計上基準 

(1)  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 
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(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。 

なお、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込み額を当事業年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

 

(3) 役員退職慰労引当金 

従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上 

しておりましたが、2022 年 6 月 14 日開催の定時株主総会終結の時をもって、役員退

職慰労金制度を廃止し、制度適用期間に対応する退職慰労金については、役員の退任

が決定した後、取締役については取締役会の決議を経て、監査役については監査役の

協議を経て退任時に支給することを決定しております。 

                          

４． 収益及び費用の計上基準 

  当社は、ギフトサービス事業による電子マネーサービス、商品券・ギフト券の提供 

および法人ソリューション事業による認証・セキュリティサービス、食堂決済システム 

サービスを提供しております。 

当社商品等の販売は、商品等の引渡時点において顧客が当該商品等に対する支配を 

獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当該商品等の引渡時点で 

収益を認識しております。 

なお、引渡時点につきましては工事を要するものは、工事が完了し相手方が商品等 

を検収して引き取った日を引き渡し日とし、工事を要しないものは、販売時（出荷時） 

を引き渡し日として収益を認識しております。 

また、サービス提供契約は、契約期間にわたり顧客に役務を提供する義務を負って 

おり、当該履行義務は時の経過につれて充足されるため、当該契約期間に応じて均等 

按分し、収益を認識しております。 

 

５． その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 

 

（誤謬の訂正に関する注記） 

過去の事業年度における棚卸資産および繰延税金資産等にかかる会計処理に誤りが判明した

ため、誤謬の訂正を行いました。 

 

 

 

 

当期純利益  ４８百万円 


